
平成 27 年度  決算

分担金及び負担金（2.0％）
3 億 1488 万 7 千円
こども園料や小中学校の給食費など、
特定の利益を受ける人が負担したお金
使用料及び手数料（1.1％）
1 億 6758 万円
施設の使用料や住民票の発行手数料など
繰越金（6.0％）
9 億 1783 万 7 千円
前年度から繰り越されたお金

諸収入（2.8％）
4 億 3116 万 8 千円
貸付金の元金収入など

財産収入など（2.2％）
3 億 4159 万 8 千円
市有地などの貸付料や寄付金、
基金（貯金）を取り崩したお金など

市税（31.3％）
48 億 2727 万 6 千円
市民の皆さんが
納めたお金

地方譲与税（0.8％）
1 億 2125 万円
国が徴収した自動車重量税
などから配分されたお金

国庫支出金（11.4％）
17 億 5487 万 4 千円
市の事業に対して国から交付されたお金

県支出金（8.9％）
13 億 7462 万 1 千円
市の事業に対して県から交付されたお金

市債（8.1％）
12 億 4170 万 5 千円
国や金融機関などから借り入れたお金

その他の交付金（4.8％）
7 億 4542 万 6 千円

地方交付税（20.6％）
31 億 6973 万 6 千円
市町村の規模に応じて
国から交付されたお金

物件費（12.5％）
17 億 9047 万 8 千円
物品の購入や光熱水費、燃料費、
委託料など

維持補修費（0.7％）
1 億 184 万 6 千円
公共施設などの修繕費

扶助費（18.7％）
26 億 9139 万 3 千円
生活保護や児童手当など

補助費等（20.6％）
29 億 5720 万 9 千円
負担金や補助金など

人件費（14.4％）
20 億 7445 万 9 千円
市長や議員、職員の
給料や手当など

普通建設事業費および
災害復旧事業費（12.2％）
17 億 4837 万 7 千円
道路や橋、公共施設など
の整備および災害復旧費

投資的経費（12.2％）

公債費（9.3％）
13 億 3601 万 8 千円
市債（借金）の返済金

積立金（3.1％）
4 億 5266 万 5 千円
基金（貯金）への積立金

繰出金（7.2％）
10 億 3914 万 6 千円
特別会計への補助貸付金（1.3％）

1 億 8370 万円
中小企業や市民への資金融資など

一般会計歳入決算額

154 億 795 万 8 千円
（対前年度比 1.6％減）

一般会計歳出決算額

143 億 7529 万 1 千円
（対前年度比 2.5％減）
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一般会計（市の基本的な行政サービスの経費を収支する会計） 15,407,958 14,375,291 1,032,667 72,259 960,408

特別会計（保険料などの特定収入で特定の支出に充てる会計。収入の使い道が決まっているため一般会計とは分けています。）

国民健康保険特別会計 3,475,363 3,472,902 2,461 0 2,461

後期高齢者医療特別会計 291,771 291,636 135 0 135

産業団地整備事業特別会計 ※ 220,046 220,046 0 0 0

農業者労働災害共済特別会計 1,924 1,911 13 0 13

企業会計（一般の会社と同じように、独立した収入でその経費をまかなう「独立採算」を原則とする会計）

水道事業会計
収益的収支 842,375 788,591 53,784 0
資本的収支 53,956 250,288 △ 196,332 30,278

工業用水道事業会計
収益的収支 11,092 7,560 3,532 0
資本的収支 0 0 0 0

公共下水道事業会計
収益的収支 1,187,531 1,160,062 27,469 0
資本的収支 804,165 1,208,084 △ 403,919 133,095

農業集落排水事業会計
収益的収支 75,294 73,343 1,951 0
資本的収支 15,000 29,968 △ 14,968 0

各会計の決算額（単位：千円）

本荘公民館改築事業
１億 2206 万円（2 億 431 万円）

芦原児童公園
（ゆうゆうパークあわら）整備事業

3663 万円（1 億 4073 万円）

主な事業
の

決算額
一般会計

JR 芦原温泉駅
バリアフリー整備事業

１億 4182 万円（1 億 4842 万円）
プレミアム付商品券発行事業

5370 万円

中学校空調設備整備事業
8899 万円

温泉情緒あふれる華やぎのまちづくり事業
（市道芦原三国線道路改良工事、

温泉街街灯整備工事）
4356 万円（9630 万円）

ふるさと創造プロジェクト事業
3682 万円

中学校太陽光発電設備整備事業
9842 万円
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※ 産業団地整備事業特別会計は、平成 27 年度末で廃止しています。

（　）は過年度分も含めた総事業費
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